
くりはらし

農業委員会だより

▲宮城総合子牛市場
　美里町のみやぎ総合家畜市場では平成２４年２月
１３日、栗原地域などから出荷された子牛の市場が
行われていました。
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みんなで、読もう ! 　全国農業新聞 発行日　毎週金曜日　購読料／１ヶ月600円（送料込）
お申し込は・お問合せは、栗原市農業委員会事務局まで　電話　４２−１２３９

農
政
委
員
会

委
員
長
　
狩 

野 

和 

義 

　

今
回
の
研
修
は
、
河
北
新
報
社
論

説
委
員
の
長
谷
川
武
裕
氏
を
招
き
、

「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
正
体
と
は
、
日
本
へ
の

影
響
」
と
題
し
て
ご
講
演
を
い
た
だ

き
ま
し
た
。

　

現
在
ま
で
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
つ
い
て
、
私

た
ち
農
業
委
員
が
メ
デ
ィ
ア
や
各
種

研
修
で
耳
に
し
た
情
報
は
、
各
分
野

を
専
門
に
研
究
し
て
い
る
大
学
教
授

の
見
解
や
主
張
が
多
く
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
を

様
々
な
切
り
口
か
ら
と
ら
え
る
こ
と

が
出
来
ま
し
た
。
し
か
し
、
そ
れ
ら

の
情
報
を
国
民
へ
伝
え
る
メ
デ
ィ
ア

自
体
が
、
ど
の
よ
う
な
考
え
を
持
っ

て
い
る
も
の
か
と
い
う
興
味
が
あ
り
、

今
回
の
研
修
を
開
催
し
ま
し
た
。

　

講
演
を
聞
い
て
考
え
た
こ
と
は
次

の
と
お
り
で
す
。
現
在
の
と
こ
ろ
Ｔ

Ｐ
Ｐ
参
加
に
つ
い
て
世
論
は
、
賛
成

と
反
対
が
半
分
半
分
と
の
こ
と
で
す

が
、
私
は
と
り
わ
け
農
業
は
ど
う
あ

る
べ
き
か
と
い
う
観
点
か
ら
す
る
と
、

自
由
化
に
よ
っ
て
農
産
物
が
急
激
に

値
下
が
り
し
、
農
業
経
営
が
成
り
立

た
な
い
事
態
を
懸
念
し
て
い
ま
す
。

国
は
救
済
策
と
し
て
戸
別
所
得
補
償

制
度
の
上
乗
せ
を
検
討
し
て
い
る
よ

う
で
す
が
、
現
在
の
国
の
財
政
状
況

か
ら
す
る
と
、
制
度
の
継
続
が
疑
わ

し
い
限
り
で
す
。
ま
た
、
講
演
の
中

で
国
際
分
業
的
な
考
え
方
も
紹
介
さ

れ
ま
し
た
が
、
主
権
国
家
と
し
て
は

食
料
安
全
保
障
の
面
か
ら
、
予
想
で

き
な
い
事
態
が
起
き
た
場
合
の
た
め

に
、
食
料
自
給
率
を
上
げ
る
こ
と
が

不
可
欠
で
す
。

　

日
本
農
業
は
、
今
ま
で
も
幾
度
の

自
由
貿
易
の
波
に
よ
り
、
苦
い
思
い

を
経
験
し
て
き
ま
し
た
。
し
か
し
な

が
ら
、
今
回
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
は
農
業

の
み
の
問
題
に
と
ど
ま
ら
ず
、「
日

本
経
済
そ
の
も
の
を
こ
れ
か
ら
ど
う

し
て
い
く
か
。」
と
い
う
ま
さ
に
国

益
と
は
何
か
が
問
わ
れ
て
い
ま
す
。

だ
か
ら
こ
そ
国
民
的
な
議
論
を
も
っ

て
そ
の
是
非
を
問
う
べ
き
で
あ
る
と

考
え
ま
す
。

栗
原
市
農
業
委
員
会
委
員
研
修
会
　
　
　

１
月
27
日
㈮
／
栗
原
市
役
所
金
成
庁
舎

  
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
日
本
へ
の
影
響
に
つ
い
て
研
修

▲講演する長谷川武裕氏

平成２４年度の栗原市農作業標準賃金は、下記の検討及び審議結果により設定しました。

栗 原 市 農 作 業 標 準 賃 金 の 設 定 ま で の 流 れ

月　　日 事　　　項 内　　　　　容

12月～１月 基礎資料の収集 標準賃金を積算するための基礎資料を収集（事務局）

１月２０日 基本的事項・内容の検討 農機具等の標準的な装備や作業労働時間等について内
部検討委員会において検討

２月　１日
　６日 標準賃金設定素案検討 基本的事項・内容を基に算出した標準賃金の素案につ

いて内部検討委員会において検討

２月１３日 標準賃金設定案の検討 農業関係機関から標準賃金案についての意見聴取

２月１６日 標準賃金設定案の検討 農業関係機関からの標準賃金案に対する意見等につい
て内部検討委員会において検討

２月２０日 標準賃金設定案の検討 受託者と委託者の各地区代表者で構成する標準賃金検
討委員会において標準賃金案についての意見聴取

２月２３日
　～２７日 標準賃金設定案の説明 農業委員会の各農地部会において、総会での審議のた

め農業委員会委員への標準賃金案の事前説明

３月１５日 標準賃金設定案の審議 農業委員会運営委員会において標準賃金案の審議

３月１５日 標準賃金設定案の審議 農業委員会総会において標準賃金案の審議を行い、農
作業標準賃金を設定（３ページを参照）



作　業　名 作業種別 作業単位 ほ場区画等 標準賃金
( 消費税込み ) 作業内容等

堆肥運搬散布 マニアスプレッター 10a当り ─ 4,200 円 積込運搬含む (1t 散布の場合 )

機械肥料散布 ブロードキャスター 10a当り ─ 1,300 円

耕 起 ト ラ ク タ ー 10a当り

50a 未満 5,900 円
50a 以上 5,600 円

─ 9,600 円 春・秋セット耕起料金

代 か き ト ラ ク タ ー 10a当り
50a 未満 6,600 円

田植えが出来る状態まで
50a 以上 5,900 円

田 植 え
機 械 植 え 10a当り

苗なし
50a 未満 5,900 円

植付のみ
50a 以上 5,600 円

側 条 施 肥
機 械 植 え

10a当り
苗なし

50a 未満 7,200 円
植付のみ ( 肥料含まず )

50a 以上 6,400 円
苗 代 　 ─ 　 １箱 ─ 670 円 苗運搬含まず

肥 料 散 布 背 負 動 力
散 布 機 10a当り ─ 840 円 追肥散布

薬 剤 散 布 背 負 動 力
散 布 機 10a当り ─ 960 円 ホース散布

稲 刈 り

バ イ ン ダ ー 10a当り ─ 7,800 円 刈取りのみ ( 紐代含む )

コ ン バ イ ン
（ 刈 放 し ） 10a当り

10a 区画 17,600 円
籾運搬含まず
結束は 2,000 円増し

（紐代含む）
30a 区画 16,600 円
50a 区画

以上 15,700 円

脱 穀 及 び
乾 燥 調 製

ハ ー ベ ス タ 10a当り
結束なし 7,900 円 運転手１人、籾運搬含まず

結束あり 9,000 円 運転手１人、籾運搬含まず
（紐代含む）

乾 燥 １俵 (60㎏ )
当り ─ 900 円 生籾

調 製 １俵当り ─ 600 円 籾摺り

畦 畔 塗 り 専 用 機 械 １ｍ当り ─ 40 円 片側の盛土

わ ら 収 集 ジャイロレーキ 10a当り ─ 1,700 円
わ ら 梱 包 ロールベーラー 10a当り ─ 5,000 円 積上げ・運搬は含まない

ヘイベーラーも同額

転作田草刈（牧草） ディスクモア 10a当り ─ 3,000 円 転作草地の草刈（刈放し）

ラ ッ ピ ン グ ベールラッパー １個当り ─ 1,000 円 １ｍ×１ｍ

賃 金
普 通 作 業 １日当り ─ 6,800 円

実働 8 時間、男女同額
オペレーター作業 １日当り ─ 12,500 円
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※ 賃金は消費税の対象にはなりません。
※ この表は、目安となる「標準的な額」を定めたものです。実際の作業料金を決める場合は、地域
 の実情やほ場の条件等（未整理地、湿田、山間地、作業内容等）に合わせて、委託者と受託者で話
 し合い決めてください。

問い合わせ
　栗原市農業委員会事務局
　☎ ４２−１２３９

平成24年度 栗原市農作業標準賃金表
平成 24年３月

栗原市農業委員会

　平成２４年度の農作業標準賃金及び労働賃金の標準額について、関係者及び関係団体と協議し、
下記のとおり設定しました。
　農作業の受委託をされる際のお互いの目安として御利用下さい。



　

多
賀
生
産
組
合
で
は
、
平
成
22
年

度
か
ら
耕
作
放
棄
地
再
生
利
用
対
策

を
活
用
し
て
い
ま
す
。

　

や
は
り
耕
作
不
便
な
場
所
の
農
地

ほ
ど
耕
作
放
棄
地
に
な
り
や
す
く
、

ま
た
長
期
化
し
て
し
ま
い
ま
す
。
そ

の
た
め
、
生
い
茂
っ
た
木
を
除
去
し
、

刈
払
い
を
行
っ
た
後
、
重
機
に
よ
り

整
地
及
び
耕
起
を
行
わ
な
け
れ
ば
な

ら
ず
、
多
く
の
コ
ス
ト
が
か
か
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
生
産
組
合
に
耕
作
放

棄
地
を
集
積
し
、
一
括
で
管
理
す
る

こ
と
と
し
、
耕
作
放
棄
地
再
生
利
用

交
付
金
を
活
用
し
ま
し
た
。

　

そ
の
実
績
と
し
て
、
平
成
22
年
度

は
、
223
ア
ー
ル
を
再
生
し
飼
料
用
米

の
作
付
け
を
行
い
ま
し
た
。
平
成
23

年
度
は
、
55
ア
ー
ル
を
再
生
し
て
お

り
、
今
後
も
交
付
金
を
活
用
し
て
地

域
の
耕
作
放
棄
地
を
解
消
し
て
い
く

予
定
で
す
。

　

再
生
し
た
農
地
は
畦
畔
が
多
く
管

理
が
大
変
で
す
が
、
戸
別
所
得
補
償

制
度
な
ど
も
上
手
に
活
用
し
、
地
域

農
業
再
生
の
足
掛
か
り
と
し
た
い
と

考
え
て
い
ま
す
。
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みんなで、読もう ! 　全国農業新聞 発行日　毎週金曜日　購読料／１ヶ月600円（送料込）
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耕 作 放 棄 地 再 生 利 用 対 策 の 概 要

多
賀
生
産
組
合
（
若
柳
畑
岡
地
区
）

組
合
長
　
小  

山    

弘 

①
再 

生 

前

②
刈
払
い
作
業

③
整
地
作
業

④
再 

生 

後

耕
作
放
棄
地
再
生
利
用
対
策
を
活
用
し
て

　荒廃した耕作放棄地を引き受ける農業者、農業者組織、農業参入法人等が作物生産再開に向けて
行う再生作業や土づくり、作付・加工・販売の試行、必要な施設の整備等の耕作放棄地を再生利用
する取組を総合的に支援します。

※１「土づくり」は、肥料、
　　有機質材の投入、
　　緑肥作物の栽培等
※２「作物の作付け」に対する
　　支援は、戸別所得補償制度
　　を踏まえて見直し

障害物除去・深耕・整地等 土づくり※1

土づくり※1

作物の作付け※2

障害物除去・深耕・整地等 土づくり※1

＜障害物除去実施年度＞５万円 /10a

＜障害物除去実施年度＞補助率 1/2以内等

◆チェックリスト方式の簡素な実績報告

◆総費用の積み上げによる清算
※「障害物除去等＋土づくり」の経費が10万円 /10a を超える場合

再生作業

＜翌年度に必要な場合＞
2.５万円 /10a

＋

＋

荒廃農地

耕作放棄地再生利用交付金の活用を検討される場合は、
　　　　　　事業の着手前に栗原市農業委員会事務局（☎ 42-1239）まで御相談下さい。
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農業者年金に加入しましょう ! 農業者年金は保険料の額を自由に決められる年金です。
詳しくは、農業委員会事務局へお問い合わせください。　電話　４２−１２３９

栗原市農業委員会が定める下限面積について

　

先
日
、
父
が
亡
く
な
り
、

相
続
手
続
き
を
終
え
ま
し
た
。

そ
の
相
続
地
の
中
に
地
目
が
畑
の
農

地
が
あ
り
ま
し
た
が
、
母
に
た
ず
ね

た
と
こ
ろ
、
農
地
は
耕
作
し
て
い
な

い
と
の
こ
と
で
し
た
。

　

そ
こ
で
公
図
を
取
り
、
場
所
を
確

認
し
た
と
こ
ろ
、
20
年
以
上
前
か
ら

山
林
と
な
っ
て
い
る
土
地
で
あ
る
事

が
分
か
り
ま
し
た
。

　

山
林
と
な
っ
て
い
る
土
地
の
登
記

地
目
を
畑
か
ら
山
林
へ
変
更
す
る
こ

と
は
出
来
ま
す
か
。

　

農
地
を
農
地
以
外
に
使
用

す
る
場
合
は
、
都
道
府
県
知

事
等
の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
行
う

こ
と
は
出
来
ず
、
無
断
転
用
に
は
厳

し
い
罰
則
が
あ
り
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
そ
の
土
地
が
何

ら
か
の
原
因
で
非
農
地
と
な
っ
て
か

ら
20
年
以
上
経
過
し
、
再
び
農
地
と

し
て
利
用
さ
れ
る
可
能
性
が
な
く
、

農
地
以
外
と
な
っ
た
実
情
及
び
実
態

が
真
に
や
む
を
得
な
い
も
の
と
農
業

委
員
会
が
認
め
た
場
合
に
つ
い
て
は
、

非
農
地
証
明
書
の
交
付
を
受
け
、
法

務
局
で
地
目
変
更
登
記
の
届
出
を
行

う
こ
と
で
、
地
目
の
変
更
を
行
う
こ

と
が
出
来
ま
す
。

　

証
明
の
範
囲
等
の
詳
細
に
つ
い
て

は
、
農
業
委
員
会
事
務
局
ま
で
お
問

い
合
わ
せ
下
さ
い
。

　

農
地
の
譲
渡
を
考
え
て
い

ま
す
が
、
所
得
税
が
心
配
で

す
。
何
か
軽
減
す
る
よ
う
な
方
法
は

あ
り
ま
せ
ん
か
。

　

農
地
を
売
り
、
譲
渡
益
が

発
生
す
る
と
、
そ
の
譲
渡
益

に
対
し
て
所
得
税
又
は
法
人
税
が
か

か
り
ま
す
。

　

し
か
し
、
農
地
を
地
域
の
担
い
手

（
認
定
農
業
者
等
）
に
売
っ
た
場
合

に
は
、
そ
の
譲
渡
益
か
ら
一
定
額
が

特
別
控
除
さ
れ
ま
す
。

　

適
用
要
件
や
手
続
等
の
詳
細
に
つ

い
て
は
、
事
前
に
税
務
署
等
に
ご
相

談
く
だ
さ
い
。

農
家
相
談
コ
ー
ナ
ー

ＱＡＱＡ

■ 農地法第３条の許可を受け、耕作のために農地の売買・贈与・賃借等の権利を取得しよ
うとする場合は、取得後において５０アール（下限面積）以上の耕作面積を確保すること
が必要です。

■ これは、経営面積が少ないと生産性が低く、農業経営が効率的、安定的に継続すること
ができないと見込まれるため、許可後の経営面積が５０アール以上ない場合は許可をする
ことができないとするものです。

■ しかしながら、農地法では新規就農の促進や遊休農地の解消等のため、一定条件を満た
す地区においては、農業委員会の決定により下限面積を引き下げ、別段の面積を定めるこ
とができることとなっており、栗原市農業委員会では次の地区に別段の面積を定めていま
す。

■ 農業委員会では、毎年、下限面積（別段面積）の設定または修正の必要性について検討
することになっており、栗原市農業委員会では平成２４年３月１５日に開催した平成２４
年第２回栗原市農業委員会総会において審議を行い、変更は行わないこととしました。

■ 下限面積（別段面積）の変更を行わない理由
　　平成２３年度の農地法第３０条の規定に基づく利用状況調査の結果、花山地区内の遊
　休農地率は２. ２％と低い状況であるため。

　地　区　名	 　　　　　別段の面積

栗原市花山地区	 　 １０アール
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東
日
本
大
震
災
及
び
福
島
原
発
事

故
か
ら
、
早
く
も
１
年
が
経
過
し
ま

し
た
。
被
災
者
の
皆
様
が
生
き
が
い

や
笑
顔
を
取
り
戻
せ
る
本
当
の
意
味

で
の
復
興
を
早
期
に
願
う
ば
か
り
で

す
。

　

こ
れ
か
ら
の
日
本
農
業
を
背
負
っ

て
い
く
の
は
子
供
た
ち
や
若
い
世
代

で
す
。

　

私
た
ち
農
業
委
員
と
し
て
も
、
次

世
代
を
担
う
農
業
後
継
者
の
育
成
は

責
務
で
あ
り
、
震
災
か
ら
の
農
業
復

興
は
、
地
域
に
お
け
る
担
い
手
の
強

化
無
く
し
て
成
し
遂
げ
ら
れ
な
い
も

の
で
あ
り
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
（
鈴
木
春
江
委
員
）

編 

集 

後 

記

編 

集 

後 

記

農 業 委 員 会 か ら の お 知 ら せ

「農業者年金受給権者現況届」の提出をお忘れなく！

栗原市農業委員会事務局　☎４２－１２３９
ＪＡ栗っこ推進企画課　　☎２３－２１１５

現況届ってなに？
いつまでどこに出せばいいの？

　現況届とは、農業者年金受給権者の方が、年金を受給する資格があ
るか否かについて、毎年１回その状況を確認するために行うものです。
　平成２４年５月下旬に農業者年金基金から現況届用紙が送付されま
すので、平成２４年６月末までに栗原市農業委員会事務局又は各総合
支所まで御提出願います。

■ 経営移譲年金
　① 60 歳になるまでに経営移譲→ 60 歳到達日の月の翌月から受給
　② 60 歳から 65 歳になるまでの間に経営移譲→経営移譲終了月の翌月から受給
　　※ 年金単価は、支給開始時の年齢ごとに定められており、支給開始時期を遅ら
　　　 せて受給することも可能です。
■ 老齢年金　65 歳までに経営移譲を行わなかった場合 → 65 歳から受給

  

三
浦
昭
良
委
員

　
　
　

逝
去
さ
れ
る

　

三
浦
昭
良
委
員
が
１
月
11
日

に
急
逝
さ
れ
ま
し
た
。

　

委
員
は
、
旧
志
波
姫
町
議
会

議
員
を
１
期
、
旧
志
波
姫
町
農

業
委
員
会
委
員
を
１
期
、
合
併

後
の
栗
原
市
農
業
委
員
会
委
員

を
３
期
務
め
ら
れ
、
市
政
に
多

大
な
貢
献
を
さ
れ
ま
し
た
。

　

謹
ん
で
ご
冥
福
を
お
祈
り
い

た
し
ま
す
。

※ 住所又は年金受取口座などに変更がある場合は、ＪＡ栗っこ各支店でお手続き願います。

農業者年金の受給を開始するには・・・

■ 老齢年金
　① 65 歳から受給を希望する場合→ 65 歳到達日の月の翌月から受給
　② 65 歳前に繰上げを希望する場合→ JA に繰上げ請求をした月の翌月から受給
■ 特例付加年金
　　政策支援加入の方が経営継承を行った時から受給できます（原則 65 歳に達し
　た人が受給できますが、60 歳から 65 歳未満で経営継承を行った場合は、繰上げ
　請求することもできます。）。

※ 農業者年金の受給の際は、ＪＡ栗っこ各支店での手続きをお願いいたします。
　　 なお、旧制度「経営移譲年金」及び新制度「特例付加年金」の受給を希望する場合は、
　 手続き前に栗原市農業委員会事務局まで御相談願います。

旧
　
制
　
度

新
　
制
　
度


